
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成２０年度新規事業評価調書 

 

【農村振興支援総合対策事業】 
（情報基盤整備事業） 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
農林水産局農村環境課 
     漁 港 課 



 
 

事 業 評 価 調 書 （新規）   
      
 事務所名 農林水産部  記入責任者職氏名 農村環境課長 村上 主直  3931 

 農林水産局  漁港課長    久保田 茂  内線 4172 

 （課名） 農村環境課、漁港課  （担当者氏名） (田園空間係長 竹内 聡 )  (4022)      
  

      
    事 業 名  事 業 区 間  総事業費 13億円      事業種目 農村総合整備    

  新温泉地区  内用地補償費      ―   
農村振興支援総合対策事業 
(情報基盤整備事業)    

    
 事業採択  着工予定  完成予定 

所  在  地 
 予定年度  年  度  年  度     

    
美方郡新温泉町    H20     H20    H22     

  
 事 業 目 的 事 業 内 容   

平成17年10月に合併した新温泉町(旧浜坂町、旧温泉町)

において旧温泉町区域で整備済み（H13～16）のCATV網を旧

浜坂町区域に拡張し、合併で生じた不均衡を解消し、新町

住民間のコミュニティの構築や、都市と農山漁村の交流促

進を図るとともに、都市部に比べ遅れている高度情報化を

図り、産業・防災・福祉・教育・行政・地域など様々な

分野で活用することで、元気で安心により多くの人々が

暮らせる地域づくりを目指す。 
 
※美方郡 新温泉町：山村振興指定，過疎地域指定  

         ：特定農山村指定 

※事業主体    ：美方郡 新温泉町 

情報基盤整備 

  ・センター設備の増設      １式 

  ・サブセンター設置       １式 

  ・伝送路設備（光ケーブル） １１１Ｋｍ 

   

【負担割合 国10/30、県3/30、町17/30】 

 

  

評価視点 評価結果の説明 
(1)必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)有効性・効率性 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)環境適合性 

 

(4)優先性 

 

 

 

 

 

① 新温泉町は合併後に町内の情報格差が生じており、旧温泉町で実施している CATV を
活用した各種サービスを全町域に広げ、新町住民間のコミュニティの構築を推進する

必要がある。 

② 安全・安心な生活のため、CATV の告知機能や画像送受信機能を用いて、防災体制や
登下校中の学童の見守り体制を構築する必要がある。 

③ 高速大容量の情報網を利活用した地域内情報の共有化、地域資源、農作物等、生産者
及び都市との情報受発信により、地域の活性化や都市交流を推進する必要がある。

④ 難視聴区域が 4 割と多く 1980 年代に整備した共同受信システムの老朽化が激しく地
元住民も維持管理に苦慮しているため、これにかわる TV 受信システムが必要である。

 

① CATV の活用は、行政経費節減、防災等の安全性向上、都市との交流拡大、農林水産
業の振興等に有効である。 

費用便益比 1.30 
② CATV を活用した情報の受発信により、行政情報、地域内の行事予定及び結果情報、
災害時の防災情報、地域内電話、地域イントラ及びインターネットを利用した町内情

報の提供により地域の活性化につながる。 

③ 新温泉町の CATV 施設運営において、旧浜坂町民による加入者増加でより効率的な運
営が可能となる。 

  

① サブセンター建屋等において、県産木材を利用する。 
② CATVの活用により、紙の使用量削減を推進する。 

 
① 旧町間においてCATVを利用した各種行政サービスの格差をなくすため、緊急に全町域
にエリアを拡大することが必要である。 

② 全町域にわたって防災情報を正確かつ迅速に住民に伝える防災体制の確立のために
緊急に整備が必要である。 

③ 平成23年の地上デジタル放送完全移行に間に合うよう、平成20年度から着工する必要
がある。 

 

 
農村総合－1 





農村総合-3
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コミュニティ写真

ケーブルテレビの活用事例 

町内自主放送番組の撮影状況（旧浜坂町諸寄漁港内の物産展）
町内のコミュニティ形成に役立ち、町民の評判も良いが、現在は旧温

泉町民しか見ることができない状態です。 

学童見守りカメラによる安全確保（校舎内から通学路を撮影）
小中学校生の登下校の安全確保のため、カメラを設置し、監視できる

ようにします。監視体制は教育関係者等と現在検討中です。 

ＣＡＴＶを活用した町内外への農林水産物のＰＲ 
町内のコミュニティ番組で、農林水産業にかかる情報を提供するほ

か、インターネットの活用で町外へも積極的に発信していきます。 

監視カメラによる漁港監視（浜坂漁港の監視イメージ） 
今まで、台風や冬期風浪時の危険をともなっていた漁港、漁船の安全

確認をパソコンで確認できるほか、いたずら防止等も期待できます。 



■新規事業

○事業計画及び実施工程

　実施設計 情報センタ-増改築、伝送路及び局舎内設備の実施設計

　センター設備の増設 サブセンターへの放送・通信情報受発信設備の増設

　サブセンター設置 サブセンターの新築工事、情報受発信設備の増設

　伝送路設備 光ケーブルの敷設工事

○Ｂ／Ｃ根拠
便益（Ｂ）の項目

事業

費用便益比（Ｂ／Ｃ）算出根拠

-8

※費用便益費算出資料：農村生活環境の費用分析マニュアル（案）【農林水産省編集】

廃用損失
既存の共聴施設の廃止にか
かる損失

（百万円） （百万円）
総費用

年効果額(円／年)＝作付面積(ha) 現況単収(kg/10a)
 増収率（%) 作物単価(円/kg) 純益率(%)

年効果額(円／年)＝現状の情報伝達経費（円／年）
－計画情報伝達経費（円／年）

農林水産業情報提供による適切な営農処置による反収
増加による効果

Ｃ（費用）

生活環境整備効果　（漁港等監視労力軽減効果） 年効果額(円／年)＝年間監視活動費 監視システム導入後の軽減
率漁業関係者が直接監視する労力を軽減できる効果

Ｂ／Ｃ
便益額（百万円） 代表的な効果

新温泉地区　事業スケジュール

Ｂ（便益） 算定方法

工種 備　　　　　　考H20 H21 H22

農林水産業生産向上効果　（作物生産効果）

農林水産業経営向上効果　（営農経費節減効果）

農林水産業経営向上効果　（維持管理費節減効果）

年効果額(円／年)＝情報計画の内容に対する支払い意志額単価
 受益戸数計画での情報提供に対する支払い額

生活環境整備効果　（提供情報充実効果）

年効果額(円／年)＝現在の防災伝達手段を数量的に置き換えてた
経費単価 情報伝達に必要な数量（今までの方法での情報伝達単
価の試算）現在の防災情報伝達方法を情報化により改善される効果

年効果額(円／年)＝情報伝達媒体の単価 今回の整備世帯数分
の情報量を数量的に置き換えた量

営農指導員等の指導時間の節減と適切な時期での情報
配信による効果

1.30

事業名
（百万円）

行政情報提供効
果

安全性向上効果

-365

1,602

58

事業費 事務費事業

総
合
整
備

農村振興支援総
合対策事業（情
報基盤整備事

業）

農作物の収量増加

新設設備の維持管理経費

議会、選挙、行政情報の配
信による経費節減費

Ｂ（便益）

9
営農情報伝達に係る人件費
の削減費

28

防災情報の配信を現状の情
報提供に置き換えた場合の
経費

作物生産効果 174

維持管理費節減
効果

計 1,786

既存施設の建設時のイニ
シャルコストに還元率を積し
た額

高速回線提供効
果

1,369

生活環境整備効果　（行政情報提供効率化効果）

生活環境整備効果　（安全性向上効果）

議会中継、選挙速報、行政速報等の情報伝達方法の現
状と計画を数量的に置き換えて対比した場合の効果

年効果額(円／年)＝現況施設維持管理費（円／年）
－計画施設維持管理費（円／年）共同受信設備の更新により、機能が継続して発揮される

効果、それに伴う維持管理費の増による負の効果

年効果額(円／年)＝廃用施設の最経済的事業費 還元率
廃用施設と更新施設の額を耐用年数で除して比較し、高い方を
還元率で除した額。施設の機能維持に対する効果

生活環境整備効果　（施設機能維持効果）

生活環境整備効果　（高速回線提供効果）
年効果額(円／年)＝１戸当たりの利用料金差額 受益戸数計画後のインターネット接続利用料金と整備を行わなかっ

た場合の利用料金の比較をした効果

営農経費節減効
果

23
整備後の情報配信サービス
を民間回線使用料で比較し
た場合の総使用料金の差額

提供情報充実効
果

総
合
整
備

187
欲しい情報と難視聴の情報
に対する支払い意志額の総
額

施設機能維持効
果

101

農村総合-5

1,341

漁港等監視労力
軽減効果

5
現行の監視労務費を整備後
の情報配信を活用することで
軽減できる割合の差額


